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１．はじめに  

 2023（令和５）年は過去一番に暑い年であった。国連のグテーレス事務総長は「地球沸

騰の時代が訪れた」と表現した。気候変動の影響は、気温や海面の上昇、異常気象の増加

だけに表れるものではない。生物多様性の損失をもたらす主要な要因も気候変動と言われ

ている。生物多様性の損失は、それにより成り立っている自然資本の劣化につながる。自

然資本を守り、回復させるためには、天然資源の投入を抑制するなどの資源循環システム

を軌道に乗せなければ立ち行かない。将来にわたり持続可能な社会を実現するには、複雑
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に絡み合ったこれらの課題を統合的に解決していくアプローチが求められている。本稿で

は、課題解決に向けた環境省の政策について、法案提出による制度的対応部分も含め紹介

する。 

 

２．脱炭素（カーボンニュートラル） 

（１）地球温暖化の状況 

20世紀以降、化石燃料の使用増大等に伴い、2020（令和２）年の世界の大気中のＣＯ₂濃

度は工業化以前に比べ約49％増加すると同時に、平均気温も約1.1度上昇している。 

2020（令和２）年の世界のエネルギー起源ＣＯ₂排出量は全体で317億トンであり、排出

量の多い順に中国（31.8％）、米国（13.4％）、ＥＵ（7.6％）、インド（6.6％）、ロシア（4.9％）、

そして日本（3.1％）と続く。中国、インドを中心とする新興国は、近年、排出割合を大幅

に増やしているが、先進各国が遅くとも2050年カーボンニュートラルを目標とする中、中

国、インドは目標年をそれぞれ2060年、2070年とするなど後れをとっているほか、削減対

象ガスの種類をＣＯ₂に限定、排出量も総量単位ではなく原単位とするなど1、課題が多い。 

2018（平成30）年、気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate 

Change：ＩＰＣＣ）2は「1.5度特別報告書」を公表し、このまま温暖化が進めば2030年～

2052年の間に1.5度の温暖化をもたらす可能性が高く、1.5度を大きく超えないためには、

2050年前後のＣＯ₂排出量をネット・ゼロ（カーボンニュートラル）とする必要があると指

摘した。 

2021（令和３）年から2023（令和５）年には、ＩＰＣＣは第六次評価報告書を相次いで

公表した。統合報告書は、各国で脱炭素政策が拡充された結果、排出が削減されたと評価

する一方、人間の活動が温暖化の原因であると断定し、継続的な温室効果ガスの排出は更

なる地球温暖化をもたらし、短期のうちに1.5度に到達するという厳しい見通しを示すと

ともに、この10年間に行う選択や実施する対策は、現在から数千年先まで影響を持つとし

て、今すぐ対策を取ることの必要性を訴えている。 

その後も、温暖化の状況については厳しい報告が相次いでいる。2023（令和５）年11月、

国連環境計画（ＵＮＥＰ）は、各国が2030年までの温室効果ガスの削減目標を達成したと

しても、世界の平均気温は今世紀末までに2.5度から2.9度上昇するという見通しを明らか

にしたほか、ＥＵの気象情報機関であるコペルニクス気候変動サービスは、2024（令和６）

年１月、2023（令和５）年の世界平均気温が14.98度に達し、最高値を更新したと発表した。

工業化前と同程度とされる1850年〜1900年の平均より1.48度高く、エルニーニョ現象によ

り海面気温が上昇したという要因はあるものの、パリ協定の1.5度目標3の達成は極めて厳

 
1 先進国が排出削減対象としている温室効果ガスには、ＣＯ₂のほかメタン、一酸化二窒素、フロン等が含まれ

るが、中国、インドはＣＯ₂のみを対象としている。また、日本等が温室効果ガスの総量を削減しようとする

一方で、中国・インドはＧＤＰ当たりの排出量という単位で計算するため、総量としては増加傾向にある。 
2 世界気象機関（ＷＭＯ）及び国連環境計画（ＵＮＥＰ）により設置された政府間組織。世界の政策決定者等

に対し科学的知見を提供し気候変動枠組条約の活動を支援する。気候変動に関する科学研究から得られた最

新の知見を評価し、定期的に評価報告書として公表している。 
3 （２）ア参照。 
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しい状況と言わざるを得ない。 

 

（２）気候変動に関する国際的動向 

ア ＣＯＰ27までの経緯 

1992（平成４）年、気候変動に関する世界共通の枠組として、国連気候変動枠組条約

が採択された。2015（平成27）年の国連気候変動枠組条約第21回締約国会議（ＣＯＰ21。

以下、本節では国連気候変動枠組条約締約国会議を「ＣＯＰ」という。）で採択されたパ

リ協定では、世界全体の平均気温の上昇を工業化以前よりも２度を十分に下回る水準で

維持すること、更に1.5度に抑える努力をすることが目標として定められた。途上国を含

めた全ての国に、排出削減目標となる「国が決定する貢献」（National Determined 

Contribution：ＮＤＣ）の提出が義務付けられ4、その全体の実施状況を５年ごとに確認

する仕組み（グローバル・ストックテイク：ＧＳＴ）が設けられた。2023（令和５）年

はその５年目に当たり、ＣＯＰ28において、初回のＧＳＴが行われたところである。（Ｃ

ＯＰ28については次項で詳述。） 

2021（令和３）年のＣＯＰ26では、２度よりも1.5度目標を追求し、今世紀半ばのカー

ボンニュートラルと、2030年に向けた野心的な対策を各国に求める「グラスゴー気候合

意」が採択され、続く2022（令和４）年のＣＯＰ27では、「実施のＣＯＰ」として、取組

の実施の重要性を強調し、1.5度目標に整合的なＮＤＣの再検討・強化を各国に求めた

「シャルム・エル・シェイク実施計画」が採択された。また、気候変動に脆弱な国に対

するロス＆ダメージ（損失と損害）を支援する基金の設置が決定された。 

イ ＣＯＰ28の成果 

ＣＯＰ28は、2023（令和５）年11月30日にアラブ首長国連邦ドバイにおいて開幕し、

１日の会期延長を経て12月13日まで行われ、ＧＳＴ、ロス＆ダメージに対する新資金措

置のほか、緩和、適応、公正な移行等に関する交渉が進められた。 

開幕日には、ＣＯＰ27での設置合意後、具体的な運用方法等が課題となっていたロス

＆ダメージに対応するための基金について、基本文書を含む大枠が採択された。気候変

動に対しより大きな責務があるとされる先進国への資金拠出の義務付けはなされなかっ

たが、我が国は基金立ち上げ経費として1,000万米ドルの拠出を表明している。 

続く12月１日、２日に行われた首脳級会合「世界気候行動サミット」には岸田総理が

出席し、2050年カーボンニュートラルの達成、全種類の温室効果ガスを対象とした総量

削減目標の設定、2025年までの排出量ピークアウトの必要性を訴えるとともに、我が国

の取組として、2023（令和５）年のＧ７広島サミットの首脳コミュニケでも触れられた、

排出削減対策が講じられていない石炭火力発電所の新規建設を終了する旨を改めて表明

した。 

焦点となったＧＳＴについては、２週間にわたる議論・交渉の末、決定文書が採択さ

 
4 1997（平成９）年のＣＯＰ３で採択された京都議定書では先進国のみに削減義務を課していた。また、パリ

協定では、排出削減目標（ＮＤＣ）は各国が事情に応じて策定するとされたため、２度目標との間にギャッ

プが生じることが懸念されていた。 
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れた。決定文書では、1.5度目標達成のための緊急行動、遅くとも2025年までの排出量の

ピークアウト、2030年までに43％、2035年までに60％の排出削減（2019年比）等の必要

性が共通認識として示されるとともに、①2030年までの再エネ発電容量３倍、省エネ改

善率２倍、②排出削減対策が講じられていない石炭火力発電の段階的削減に向けた取組

加速、③エネルギーシステムにおける化石燃料からの移行5、④再エネ・原子力・ＣＣＵ

Ｓ6等脱・低炭素技術の加速などが世界的取組として掲げられ、各締約国に対して、それ

ぞれの国の事情に応じた方法での、これらの取組への貢献が求められた。 

今回の決定文書に対しては、初めて化石燃料全体へ言及した歴史的な合意として評価

する向きがある一方、脱化石燃料の対象が発電等のエネルギーシステムに限られている

こと、原子力やＣＣＵＳといった技術の利用を脱炭素の道筋として排除していないこと

から、化石燃料等の延命のための抜け道が残されているとする厳しい見方もある。 

今後、各締約国はこの決定文書を踏まえてＮＤＣの見直し、更新に着手することにな

る。我が国においても、野心的かつ実効的な目標設定に向け速やかに検討を開始する必

要があるとともに、排出量をオントラックで削減できている先進国は日本と英国だけと

いう事実を踏まえ、各国への働きかけ、協力、支援を、あらゆる選択肢を排除せずに実

施していくことが求められる。 

 

（３）国内の脱炭素対策 

2020（令和２）年10月、菅総理（当時）は所信表明演説の中で、2050年までに温室効果

ガスの排出を全体としてゼロにする「2050年カーボンニュートラル」を宣言した。さらに

2021（令和３）年４月には、宣言に整合的で野心的な目標として、2030年に向け温室効果

ガスを2013年比で46％削減することを目指すこと、更に50％の高みに向けて挑戦すること

を表明している。 

これらを受け、2021（令和３）年に地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律

第117号。以下「温対法」という。）が改正され、2050年までの脱炭素社会の実現、すなわ

ち2050年カーボンニュートラルが温暖化対策の基本理念として法定化されるとともに、地

域共生型再エネの導入を推進する仕組みとして、再エネ事業者が許可手続のワンストップ

化等の特例を受けられる地域脱炭素化促進事業制度が創設された。 

2021（令和３）年10月に発足した岸田内閣では、脱炭素、経済成長を同時に実現し、エ

ネルギー安定供給をも目指すとするＧＸ（グリーン・トランスフォーメーション）が成長

の鍵となる施策として位置付けられ、2023（令和５）年２月には今後10年のロードマップ

として「ＧＸ実現に向けた基本方針」（以下「ＧＸ基本方針」という。）が閣議決定された。

ＧＸ基本方針で示された施策を具体化するため、同年の第211回国会においてＧＸ関連２

 
5 化石燃料については、段階的廃止（phase out）を主張する欧米や島嶼国と、決定文書への明記を避けたい中

東産油国等の意見の対立があり交渉が難航したが、最終的には「化石燃料からの移行(transition away)」と

する表現で合意された。 
6 Carbon Capture, Usage and Storageの略称。産業活動から排出される高濃度のＣＯ₂を固定化し、又は有効

に利用する技術。 
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法案が提出され、それぞれ成立した7。同年７月には、ＧＸの実現に向けて「脱炭素成長型

経済構造移行推進戦略」（以下「ＧＸ推進戦略」という。）がＧＸ基本方針を踏襲した形で

閣議決定されている。 

ア 地域脱炭素 

2050年カーボンニュートラル実現に向けては、地域における脱炭素が重要とされる。

2021（令和３）年６月に策定された「地域脱炭素ロードマップ」では、2030年までに、

地域が主体となって脱炭素の先行的取組を行い、それが各地に広がっていく「脱炭素ド

ミノ」の考え方が示された。脱炭素ドミノのモデルとなる脱炭素先行地域は、2025年ま

でに100か所以上を選定するとされ、2023（令和５）年12月時点で74か所が選定されてい

る8。また、ＧＸ基本方針及びＧＸ推進戦略では、地域主導の再エネ導入、脱炭素先行地

域を通じたＧＸの社会実装等がＧＸ推進策として位置付けられたほか、2023（令和５）

年６月に閣議決定された「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2023改訂版・

成長戦略等のフォローアップ」では、地域・くらしの脱炭素化を進めるため、温対法の

地域脱炭素化促進事業の更なる促進のための方策について所要の措置を講ずるとされた。 

この地域脱炭素化促進事業の推進策として、温対法では、市町村に「地方公共団体実

行計画（区域施策編）」策定の努力義務を課している。同計画に、地域脱炭素化促進事業

の対象となる区域（促進区域）を位置付けることで、地域に貢献し得る再エネ事業を、

適正な環境配慮や円滑な地域との合意形成の下で地域に導入できることが期待されてい

るが、計画策定が努力義務であることに加え、制度に関する知識・情報不足、そもそも

の市町村の人員・財源不足等の理由から、区域施策編を策定している市町村は約３割、

促進区域を設定している市町村は16市町村にとどまっている。 

こうした状況を踏まえ、環境省は「地域脱炭素を推進するための地方公共団体実行計

画制度等に関する検討会」を立ち上げ議論を行ってきた。同検討会は2023（令和５）年

８月に取りまとめを行い、地域脱炭素、地域共生型再エネの促進に向けた対応として、

都道府県と市町村が連携して促進区域設定ができるような制度措置、市町村への情報提

供、財政・人材支援等の強化等の方向性を示した。 

イ くらしの脱炭素 

我が国の排出削減への貢献はオントラックと政府が胸を張る一方で、消費者の環境意

識は他国に比べて低く、自分の行動が環境に与える影響をいつも気にしている人の割合

は10％との調査結果9もある。環境省は、家庭やくらしの分野での排出削減に向け、2022

（令和４）年から新しい国民運動「デコ活」10を展開してきた。2023（令和５）年６月に

 
7 脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律（令和５年法律第32号）及び脱炭素社会の実現に

向けた電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律（令和５年法律第44号）。 
8 これまで計４回の募集が行われたが、選定の回を追うごとに基準要件は厳しくなっている。例えば、選定後

の事業の実現可能性を高めるため、第３回募集からは民間事業者との共同提案が必須となった。意欲的な地

方公共団体を複数年度にわたり継続的活包括的に支援するという事業の目的に沿ったものであると言える。 
9 「サステナブルな社会の実現に関する消費者意識調査結果（日本/グローバル比較）」（2022年6月 ボストン

コンサルティンググループ） 
10 二酸化炭素(ＣＯ₂)を減らす(ＤＥ)脱炭素(Decarbonization)と、環境に良いエコ(Ｅｃｏ)を含む"デコ"と活

動・生活を組み合わせた新しい言葉。2023（令和５）年７月に国民運動の愛称として決定された。 
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閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2023」（以下「骨太2023」という。）や

ＧＸ推進戦略等でも、国民運動を通じた行動変容・ライフスタイル変革と脱炭素製品等

の需要喚起が、ＧＸ推進のための取組として挙げられた。環境省は、衣食住・職・移動・

買物など生活全般にわたる国民の将来のくらしの姿を描いた「くらしの10年ロードマッ

プ（仮称）」を新国民運動・官民連携協議会（デコ活応援団）に示し、2023（令和５）年

度中の策定に向けて調整を進めている。ロードマップでは、脱炭素に向け、生活の中に

ある課題やボトルネックを分析した上で、具体的に何をどうすべきかが示されており、

くらしの中の脱炭素に向けた取組について、消費者の意識への浸透はもとより、具体的

な行動変容につながることが期待される。 

 ウ 国際展開（二国間クレジット制度） 

二国間クレジット制度（ＪＣＭ：Joint Crediting Mechanism）は、途上国等に対し我

が国の優れた脱炭素技術、製品、システム、インフラ等の導入・普及を進め、実現した

温室効果ガスの排出削減への我が国の貢献を定量的に評価することで、我が国の排出削

減量として活用する仕組みである。 

2021（令和３）年10月に閣議決定された地球温暖化対策計画では、我が国のＮＤＣの

達成のためにＪＣＭを構築・実施し、官民連携で2030年度までの累積で１億ｔ-ＣＯ₂程

度の国際的な排出削減・吸収量を確保することが目標とされた。また、2022（令和４）

年６月に閣議決定された「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画・フォロー

アップ」では、二国間クレジット制度（ＪＣＭ）の拡大のため、2025年を目途にパート

ナー国を30か国程度とすることを目指し、関係国との協議を加速するとされたほか、Ｇ

Ｘ推進戦略や「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2023改訂版」等におい

ても、パートナー国の更なる拡大や実施体制の強化を図るとされた。2023（令和５）年

12月現在、28か国との間で、240件以上のプロジェクトが実施されている。 

  一方、国際的な排出削減量は、2024（令和６）年１月時点で約2,300万ｔ-ＣＯ₂にとど

まっている。2030年目標の１億ｔ-ＣＯ₂に向けて一層の取組が求められる中、岸田総理

が提唱するアジア・ゼロエミッション共同体構想にも資する形で、ＪＣＭの利活用が期

待されている。今後のパートナー国の増加、脱炭素プロジェクトの活発化・大規模化に

備え、制度の着実な実施を確保するための体制強化が望まれる。 

 

（４）制度的対応 

環境省は、我が国のＮＤＣの確実な達成に向け国内外で地球温暖化対策を加速するため、

第213回国会に地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律案を提出予定で

ある。ＪＣＭの実施体制強化を図るため、ＪＣＭクレジットの発行や口座簿の管理に関す

る主務大臣の手続等の法定化や、主務大臣に代わって手続等ができる指定法人制度を創設

することに加え、地域脱炭素化促進事業制度の拡充策として、都道府県及び市町村が共同

で促進区域を設定できる仕組み等が盛り込まれる予定である。 
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３．自然再興（ネイチャーポジティブ） 

（１）生物多様性の状況 

 生物多様性とは、「様々な生態系が存在すること並びに生物の種間及び種内に様々な差

異が存在すること」11、すなわち地球上に生息する全ての生物の間に違いがあることであ

る。豊かな生物多様性を確保することにより、生態系が維持され、自然の回復力が高まり、

我々は自然の恵み（生態系サービス）を享受できる。ところが現代は第６の大量絶滅期と

も言われ、多くの種が絶滅又は絶滅寸前の状態にある。そして、その要因は過去と異なり

人間活動の影響によるものとされる。生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学

-政策プラットフォーム（Intergovernmental Science-Policy Platform on Biodiversity 

and Ecosystem Services：ＩＰＢＥＳ）12は、2019（令和元）年の報告書において、過去50

年間の種の絶滅速度は、過去１千万年平均の少なくとも数十倍から数百倍であり、この100

年間で急上昇している。陸上生物のおよそ９％（約50万種）は、生息地の再生なしには今

後数十年の間に絶滅する可能性があると指摘した。 

 この傾向は国内においても同様であり、環境省が2021（令和３）年に取りまとめた「生

物多様性及び生態系サービスの総合評価2021（ＪＢＯ３）」では、我が国の生物多様性及び

生態系サービスの状態は、過去50年間長期的に損失・劣化傾向にあると評価されるととも

に、今後生物多様性の損失を止め回復へと転じさせるには、直接的な要因への対策に加え

て、社会経済状況を根本的に変化させる社会変革が不可欠と指摘されている。 

 

（２）生物多様性保全の動向 

1992（平成４）年、生物多様性の保全を主な目的として生物多様性条約が採択された。

2010（平成22）年に名古屋で開催された生物多様性条約第10回締約国会議（ＣＯＰ10。以

下、本節では生物多様性条約締約国会議を「ＣＯＰ」という。）では、2050年までに「自然

と共生する世界」を実現との長期目標が掲げられ、生物多様性の損失を止めるため2020年

までに達成すべき目標（愛知目標）が採択されたが、2020（令和２）年、条約事務局が目

標の達成状況について分析した「地球規模生物多様性概況第５版（ＧＢＯ５）」では、愛知

目標について、部分的な達成はしたものの完全に達成できたものはないと評価された。 

2021（令和３）年に英国で開催されたＧ７コーンウォールサミットでは、首脳コミュニ

ケの附属文書として「2030年自然協約」が採択された。その中で、「2030年までに生物多様

性の減少傾向を食い止め、回復に向かわせる」という地球規模の目標（2030年ネイチャー

ポジティブ）へのコミットが表明され、その実現に向けた柱として、自然への投資やネイ

チャーポジティブ経済の促進、2030年までに陸域・海域のそれぞれ30％以上を保全する30 

by 30の取組などが掲げられた。 

2022（令和４）年、カナダのモントリオールで開催されたＣＯＰ1513において、愛知目標

 
11 生物多様性基本法（平成20年法律第58号）第２条第１項 
12 生物多様性と生態系サービスに関する動向を科学的に評価し、科学と政策のつながりを強化する政府間組織

として2012（平成24）年に設立。 
13 当初の予定では2020（令和２）年に中国（昆明）でＣＯＰ15が開催される予定であったが、新型コロナウイ

ルス感染症の影響で延期、2021（令和３）年にオンライン併用でＣＯＰ15（第一部）として開催された。翌
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に次ぐ新たな世界目標「昆明・モントリオール生物多様性枠組」（以下「昆モ新枠組」とい

う。）が採択された。昆モ新枠組は、愛知目標を引き継ぎ2050年ビジョン「自然と共生する

世界」を掲げるとともに、ビジョンに関係する状態目標として（A）保全、(B)持続可能な

利用、(C)遺伝資源へのアクセスと利益配分、（D）実施手段の確保の四つを2050年ゴールと

して定めた。また、自然の損失を防ぐだけでなく自然の回復に転じさせるとの強い決意を

込めた「ネイチャーポジティブ」の考え方を取り入れた2030年ミッションを掲げた上で、

2030年までの目標として、30 by 30を含む23のグローバルターゲットを設定した。愛知目

標未達の反省を踏まえ、グローバルターゲットにおいては数値目標の設定を増やしたほか、

各締約国の国家戦略について報告・評価する仕組みを強化し、世界目標の達成に向けた取

組の進捗状況を点検する「グローバルレビュー」の実施を盛り込んだ。 

 

（３）国内の生物多様性保全対策 

 我が国の生物多様性は、2008（平成20）年に成立した生物多様性基本法の下、種の保存

法14、鳥獣保護法15といった個別法によって保護・規制がなされてきた。生物多様性基本法

は、生物多様性の保全と持続可能な利用を推進することで、生物多様性の恵沢を将来にわ

たって享受できる自然と共生する社会の実現を目的とし、生物多様性保全の基本原則を明

らかにするとともに、政府による生物多様性国家戦略の策定を義務付けている。 

ア 生物多様性国家戦略 

 2023（令和５）年３月、政府は「生物多様性国家戦略2023-2030」（以下「新国家戦略」

という。）を閣議決定した。本戦略は生物多様性基本法第11条に基づく我が国の法定計画

であると同時に、生物多様性条約第６条に基づき締約国が策定する戦略でもある。新国

家戦略では、2030年ネイチャーポジティブを達成するため、生態系の健全性の回復を始

めとした五つの基本戦略を掲げた上で、各戦略について、あるべき姿（状態目標）とな

すべき行動（行動目標）をそれぞれ設定している。また、昆モ新枠組の点検・評価プロ

セスに合わせ、関連施策の実施状況を図る指標を増やし、進捗評価をしやすくしたほか、

２年に１度を基本として点検・評価を行うこととしている。 

イ 30 by 30 

昆モ新枠組の柱の一つに、2030年までに陸域・海域のそれぞれ30％以上を保全する「30 

by 30目標」が掲げられた。我が国の保全割合は、2021（令和３）年時点で陸域20.5％、

海域13.3％となっており、目標達成に向けて特に海域における更なる保全努力が必要と

されている。政府は2022（令和４）年４月、「30 by 30ロードマップ」を公表、2023（令

和５）年３月には新国家戦略の附属書として位置付けた。ロードマップでは、①国立公

園等の保護地域の拡張と管理の質の向上、②企業が管理する水源の森や里地里山等、保

護地域以外の生物多様性保全に資する地域（Other Effective area-based Conservation 

Measures：ＯＥＣＭ）の設定・管理、③生物多様性の重要性や保全活動の効果の「見え

 
2022（令和４）年、モントリオールにてＣＯＰ15（第二部）が開催された。 

14 絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律（平成４年法律第75号） 
15 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成14年法律第88号） 
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る化」等が目標達成のための方向性として示された。このうち②のＯＥＣＭの設定につ

いて環境省は、2023（令和５）年から、民間の取組等によって生物多様性の保全が図ら

れている区域を「自然共生サイト」として認定する制度を本格的に開始している。自然

共生サイトのうち、保護地域との重複を除いた区域をＯＥＣＭとして国際データベース

に登録することとしており、2023（令和５）年度中に自然共生サイト100か所を認定する

としていたところ、同年10月に第１期として合計122か所が認定された。 

この自然共生サイトの認定制度については、運用開始早々、多くの認定申請があり、

多くの民間企業等が関心・期待を寄せていることがわかる。今後も生物多様性保全の分

野における民間の取組の進展や役割拡大が想定される中、骨太2023では、2030年ネイ

チャーポジティブの実現に向け、自主的取組を認定する法制度を検討するとされた16。 

こうした中、環境省は、自然共生サイトを始めとする民間等による生物多様性の保全

に貢献する活動を更に促進するため、中央環境審議会自然環境部会の下に「自然再興の

実現に向けた民間等による活動促進に関する小委員会」を設置し、場所に紐付いた生物

多様性の保全に貢献する民間等の自主的な活動を促進するに当たり必要な措置について

議論を行ってきた。また、環境省の「30 by 30に係る経済的インセンティブ等検討会」

において、自然共生サイトを支援した主体に「支援証明書」を発行するといった認定促

進に向けた経済的インセンティブ付与の在り方についても検討が進められている。 

ウ ネイチャーポジティブ経済 

社会の多くの経済活動は自然資本に依存している一方で、経済活動は自然に負荷を与

えもするため、自然資本は継続的に劣化している。2020（令和２）年の世界経済フォー

ラム（ＷＥＦ）の報告によれば、世界のＧＤＰの半分以上（44兆ドル）は自然の損失に

よって潜在的に脅かされているとされる。2030年ネイチャーポジティブ達成のためには、

経済の在り方を変え、ネイチャーポジティブの実現に資する経済（ネイチャーポジティ

ブ経済）に移行することが必要とされる。 

昆モ新枠組においては、ターゲットの一つに「事業者が生物多様性に係るリスク、生

物多様性への依存や影響を評価・開示し、持続可能な消費のために必要な情報を提供す

るための措置」が盛り込まれるなど、ビジネスにおけるネイチャーポジティブについて

言及された。また、2023（令和５）年４月のＧ７札幌気候・エネルギー・環境大臣会合

において、ネイチャーポジティブ経済に関する知識の共有や情報ネットワーク構築の場

として「Ｇ７ネイチャーポジティブ経済アライアンス」が設立されたほか、同年５月の

Ｇ７広島サミット首脳コミュニケにネイチャーポジティブ経済への移行が盛り込まれた。 

さらに同年９月には、自然関連財務情報開示タスクフォース（Taskforce on Nature-

related Financial Disclosures：ＴＮＦＤ）がビジネスにおける生物多様性・自然資本

に関する情報開示枠組（最終提言）を公表している。これは、投資判断のために企業活

 
16 これ以外にも、自由民主党環境・温暖化対策調査会政策提言「ＮＸへ実行の時」（2023年５月25日）、公明党

環境部会の政策提言「生物多様性の保全・ネイチャーポジティブの実現に向けた提言」（2023年２月28日）に

おいて、それぞれ、企業等による自然共生サイトの活動を認定する制度の法制化、民有地のＯＥＣＭ登録を

推進するためのインセンティブなどの法整備等が提言されている。 
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動が生物多様性に及ぼす影響を見える化することで、世界の金融資金の流れをネイ

チャーポジティブへの貢献にシフトさせることを最終的な目標とするものである。 

こうした流れは、企業側からみると、事業活動において可能な限り自然への影響・負

荷を削減すると同時に、事業活動や製品・サービスを通じた自然への貢献の最大化を図

り、社会全体としてのネイチャーポジティブを目指すことが求められることとなる17。 

環境省は、ネイチャーポジティブとビジネスに関する国内外の状況を踏まえ、我が国

としてのビジョンや戦略を示すことにより民間企業による生物多様性・自然資本の保全

及び持続的利用に関する取組を促進するため、「ネイチャーポジティブ経済研究会」にお

いて議論を進めており、現在は「ネイチャーポジティブ経済移行戦略（仮称）」を2023（令

和５）年度中に取りまとめるべく作業を進めている。 

 

（４）制度的対応 

 自然共生サイトの認定について議論を進めていた「自然再興の実現に向けた民間等の活

動促進に関する小委員会」は、「自然再興の実現に向けた民間等の活動促進につき今後講ず

べき必要な措置について」を取りまとめ、2024（令和６）年１月30日、環境大臣に答申し

た。答申では、ネイチャーポジティブ実現のための民間等の活動について、①場所と紐付

いた活動計画の国による認定、②関係する分野・施策との連携強化などが必要な措置とし

て挙げられた。①については、統一的な観点による判定が行われることで国際的な信頼性

が確保され、ＯＥＣＭへの登録が円滑に進むこと、また②については、①の認定を受けた

者について、自然公園などの保護地域等での活動に当たり必要となる手続等のワンストッ

プ化や簡素化といった特例措置を設けることで、民間による活動推進につなげることが可

能となるとされた。その他、民間以外にも市町村が多様な主体と連携して活動計画を策定

できること、認定された活動の活動状況を定期的に確認する仕組みや人的・資金的支援の

強化等、活動の継続性や質の担保への対応策も盛り込まれている18。 

環境省は小委員会の答申を踏まえた上で、今後、これらの内容を具体化するための法案

を第213回国会へ提出する予定である。 

 

４．循環経済（サーキュラーエコノミー） 

（１）循環経済への移行に関する動向 

大量生産・大量消費型の経済は、大量廃棄社会へとつながり、物質循環を阻害し気候変

動問題を加速させるほか、世界の人口増加、経済発展等に伴う資源需要の拡大と相まって、

天然資源の枯渇、大規模な資源採取による生物多様性の破壊など、様々な問題を引き起こ

している。さらに近年は、ロシアによるウクライナ侵攻を始めとする地政学的リスクによ

る資源供給不安定化への懸念、加えて、アジア各国の廃棄物の輸入規制や海洋プラスチッ

 
17 具体的には、前述の自然共生サイト認定等を通じた緑化活動のほか、事業活動が自然に及ぼす依存度や影響

の定期的・定量的な測定、生物多様性に配慮した原材料の持続可能な調達ルートの確保といった活動がある。 
18 その他、小委員会答申では、民間等の活動促進のための制度化に当たっては、民間等の活動に関する既存の

法制度（生物多様性地域連携促進法や自然再生推進法）との関係を踏まえることが重要とされている。 
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クごみ問題等への対応の必要性から、資源循環の在り方の転換が求められている。 

資源循環分野においては、大量廃棄を前提とした直線的で一方的な経済（リニアエコノ

ミー）から、資源や製品を様々な段階で循環させ環境負荷を軽減しつつ、経済成長も実現

させる循環経済（サーキュラーエコノミー）への移行が、近年の世界的な潮流となってい

る 。その先駆けとなった欧州では、2015（平成27）年、欧州委員会が成長戦略の核として

「循環経済行動計画」を発表し、環境政策を従来の環境保全の枠ではなく、経済・産業政

策へと位置付けた。その後2020（令和２）年には、「新循環経済行動計画」を発表し、関連

分野における新たな市場や雇用の創出、競争力強化の方向性を示した。欧州委員会は、循

環経済への移行なくして 2050 年カーボンニュートラルは達成できないとの見方から、新

たな行動計画を「欧州グリーン・ディール19の核」と位置付けており、「循環経済への移行」

は気候変動問題とも密接に関わる課題であることが見て取れる。2023（令和５）年のＧ７

広島サミットの首脳コミュニケでも、「循環経済への移行」は、気候変動、生物多様性の保

全と並んで、行動を強化すべき分野として位置付けられた。国際社会共通の課題として、

また、具体策の内容次第では企業活動に大きな影響を与える分野でもあることから、今後

の各国の取組を注視していく必要があろう。 

 

（２）国内の循環経済に向けた取組 

 ア 循環経済工程表 

我が国では、循環型社会形成推進基本法（平成12年法律第110号）の下、素材別の個別

リサイクル法を組み合わせる形で、「循環型社会」20を目指して３Ｒ（リデュース・リユー

ス・リサイクル）の取組が進められてきた。施策の方針や具体的内容は基本法に基づく

基本計画で定めており、現行の「第四次循環型社会形成推進基本計画」は2018（平成30）

年に策定された。同計画では、地域循環共生圏形成による地域活性化、ライフサイクル

全体での徹底的な資源循環、適正処理の更なる推進と環境再生等の方向性を示した上で、

2025年までに国が講ずべき施策を示すほか、２年に１回程度、施策の進捗状況の評価・

点検を行うことを定めている。 

他方、2021（令和３）年に改訂された地球温暖化対策計画の中では、温暖化対策の基

本的考え方として、３Ｒ＋Renewable（再生材利用等）を始めとする循環経済への移行を

大胆に実行する旨が明記されるとともに、移行を加速するための工程表策定に向け検討

を行うとの記載が盛り込まれた。 

これらを踏まえ、環境省は、2021（令和３）年から第四次循環型社会形成推進基本計

画の第２回進捗点検とともに工程表策定に向けた検討を開始し、2022（令和４）年９月、

点検結果及び点検結果を踏まえた今後の方向性を「循環経済工程表」として取りまとめ

た。工程表では、2050年カーボンニュートラル実現を見据えて目指すべき循環経済の方

 
19 欧州委員会が2019（令和元）年に発表した、気候変動対策を重点とした持続可能なＥＵ経済の実現に向けた

成長戦略。 
20 「循環型社会」の考え方と「循環経済」の考え方には、環境負荷の低減や有効資源の活用など共通した点も

あるが、前者は廃棄物の適正処理、最終処分場の延命など、廃棄物政策の視点を大きな柱としている点で違

いがある。 
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向性と、2030 年に向けた施策の方向性がまとめられたほか、2030年までに、循環経済関

連ビジネスの市場規模を80兆円以上とする数値目標も示された。 

 イ 循環型社会形成推進基本計画の見直し 

循環型社会形成推進基本計画はおおむね５年で見直すとされているところ、2024（令

和６）年は見直し年に当たり、環境省において、６月中の閣議決定に向け第五次計画の

策定が進められている。2023（令和５）年10月には、中央環境審議会から環境大臣へ、

計画策定のための具体的指針が意見具申され、循環経済への移行により、カーボンニュー

トラルやネイチャーポジティブへの貢献のほか、産業競争力強化、経済安全保障、地方

創生が期待されるという図が描かれた。また、動静脈連携21によるライフサイクル全体で

の徹底的な資源循環と、そのための地域における循環システムづくり、技術開発・情報

基盤整備・人材育成の強化の必要性などが示された。 

  今後、中央環境審議会循環型社会部会にて計画案文を取りまとめることになるが、具

体的指針をどのように具体的な施策に反映できるかが注目される。 

ウ 資源循環分野の脱炭素 

2050年カーボンニュートラルの実現を目指す中で、温室効果ガス排出量のうち資源循

環の取組により排出削減に貢献できる余地がある部門の割合は約36％との試算22もあり、

資源循環分野の脱炭素化は必須である。そのためには、廃棄物の発生抑制とともにマテ

リアル・ケミカルリサイクル23等による資源循環、化石資源のバイオマスへの転換、エネ

ルギー回収とＣＣＵＳによる炭素回収・利用の徹底等24に加えて、製品製造部門に関して

は、再生材の利用拡大による大幅な排出削減効果が期待されている25。そして、再生材利

用拡大には、リサイクルにより再生材を生み出す企業（静脈企業）と再生材を使い製品

を生み出す企業（動脈企業）との間の動静脈連携が不可欠とされる。 

こうした状況を踏まえ、ＧＸ基本方針や骨太2023では、動静脈連携による資源循環を

加速し、中長期的にレジリエントな資源循環市場の創出を支援する制度を導入するとの

方針が示された。2023（令和５）年７月、環境省は中央環境審議会循環型社会部会に「静

脈産業の脱炭素型資源循環システム構築に係る小委員会」を設置し、静脈産業の脱炭素

化に向けた具体的な施策の在り方についての検討を開始した。また、同年10月には、岸

田総理が伊藤環境大臣ほか関係省等へ、地方創生の観点を踏まえながらサーキュラーエ

コノミーの取組を強化・加速化することを指示したほか、同年12月には、ＧＸ実行会議

において分野別投資戦略が取りまとめられ、資源循環分野の制度見直しとして①３Ｒ関

 
21 生産から小売に至る「動脈産業」と消費後のリサイクル等の「静脈産業」の連携。 
22 「第四次循環型社会形成推進基本計画の進捗状況の第２回点検結果（循環経済工程表）2050年の循環型社会

に向けて」（中央環境審議会循環型社会部会 令和４年９月） 
23 マテリアルリサイクルとは、アルミ缶を溶かしてアルミ製品を製造する等、廃棄物等を原材料として再利用

すること。ケミカルリサイクルとは、ＰＥＴボトルから再生ＰＥＴ樹脂をつくり、再度ＰＥＴボトルを製造

する等、廃棄物等を化学的に分解して化学原料に再生する方法。他には焼却などにより廃棄物から熱エネル

ギーを回収するサーマルリサイクルもある。 
24 「廃棄物・資源循環分野における2050年温室効果ガス排出実質ゼロに向けた中長期シナリオ（案）」（中央環

境審議会循環型社会部会（第38回）（令和３年８月５日）資料１） 
25 ＧＸ基本方針の参考資料：分野別投資戦略（令和５年12月22日） 
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連法制の制度整備に基づく循環型の取組促進、②プラスチック資源循環促進法26等を通

じた資源循環システムの構築、③脱炭素型資源循環システム構築のための制度見直し等

が提示されている。循環システムを高度化し、循環経済関連ビジネスを成長のエンジン

としていくに当たっては、特に静脈産業の体制強化等が求められることになるが、中小

企業が中心の静脈産業にとって、回収・分別・再生材製造のためのコストや、再生材の

品質確保など乗り越えるべき課題は多い。動脈産業側との円滑な連携を進めると同時に、

国としても必要な支援を行っていく必要があろう。 

 

（３）制度的対応 

「静脈産業の脱炭素型資源循環システム構築に係る小委員会」は、「脱炭素型資源循環シ

ステム構築に向けた具体的な施策の在り方について（案）」を策定し、パブリックコメント

を経て、現在、取りまとめを進めている。提示された案の主な内容は、①高度な資源循環

の取組に対し国が認定等を行うこと、②認定された事業者に対して廃棄物処理法に基づく

各種手続の迅速化を図ること、③設備導入支援などの投資促進策を実施すること等により

脱炭素型資源循環システムを構築することに加え、④動静脈連携を円滑に行うため、特定

の産廃処分業者の再資源化の実施状況の報告・公表や再生材の質・量に関する情報のマッ

チングを推進するための情報基盤整備、あわせて、ＡＳＥＡＮとの国際的な資源循環を推

進し、日本をリサイクルハブとして確立すること等となっている。 

今後、小委員会の取りまとめを踏まえた上で、これらを具体化するための法律案が第213

回国会に提出される見込みである。 

 

５．おわりに 

以上、脱炭素、生物多様性、資源循環のそれぞれの課題について概観した。我々が直面

している環境課題は、気候変動や海洋汚染のように一国では解決できない広がりを持ち、

また、世代を超えて取り組む必要があるものである。こうした課題への対応のため、カー

ボンニュートラル、ネイチャーポジティブ、サーキュラーエコノミーの同時達成が必要と

される中、これまで我が国の環境政策は、各施策のトレードオフ関係を回避しつつ、相乗

効果を生じさせるよう統合的に進められてきた。 

2024（令和６）年は環境政策の総合計画である「第六次環境基本計画」の見直しの年に

当たり、現在、策定に向けた議論が進められている。現代を取り巻く複合的な危機や課題

に対処するため、これまでの統合的アプローチの在り方についても、発展的な見直しが求

められている。2030年までの「勝負の10年」に向けた環境政策のグランドデザインがどの

ように示されるか、注目される。 

 

（すぎやま あやこ） 

 
26 プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（令和３年法律第60号） 


